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中等後教育機関か ら高等教育機関へ

長尾 由希子

1 ．　 問題 の 所 在

1．1． は じめ に　 一
専修 学校 の 社 会的 な位 置づ けの 変容

　本稿で は ， 専修学校 の 社会 的な位置づ けが 中等後教育機関か ら高等教育機 関へ と

変容 して きた こ とに 注 目し ， そ の 変容が 専修学校進学者層の 変化 に と もな っ て もた

らされ た とい う こ とを明 らか に す る。

　専修学校は その 法的根拠を学校教育法第82条の 2項 に有 し
， 大学や短大 な ど と は
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異な る い わ ゆ る非一条校 ， 中等後教育機関 と して 発足 した 。 しか し進学率は堅調 に

伸び ， 90年代 に は男女計15％超 と， 高卒後の 進路 の ひ とつ として 定着 した （図 1）。

　 こ うした 進学率 の 上 昇 は ， 後追 い 的 に専修学校 の 処遇 を改善 した 。 1994年 に は
一

定要件を満た す専修学校専門課程修了 者 に専門士の 称号 を付与す る制度が 創設 され ，

1998年 に は学校教育法等 の
一

部改正 で 専修学校卒業者の 大学編入が 認め られた 。 さ

らに ， 中教審で も専修学校 は高等教育多様化政策の 要 で あ る との 認 識が 定ま り， 2005

年 に は
一

定要件 を満た す専 門課程卒業者 に高度専門士 の称号 を付与 し ， 大 学院入学

資格 を認 め る 制度が 創設 さ れた 。
こ の よ うに 専修学校 は段 階的 に地位 を向上 させ て

きた の で あ り（吉本　 2003）， 実質的 に 高等教育機関扱い とな っ た の は ge年代以絳で

ある 。

　次節 で 確認 す る よ うに ， 専修学校 は 非
一

条校 と して 発足 した た め ， 社会的な威信

は低 か っ た。 そ の た め わ ずか 10年前で さ え
，

こ ん に ち の よ うに専修学校 へ の 進 学率

が上 昇す る とは予測 さ れ て お らず （リクル ・一．　F　 1997な ど）， ま して 高等教育機関 と

して 位置づ け られ る よ うに なる とは考 え られ て い なか っ た 。 それ に もか か わ らず，

なぜ 専修学校進学率が上昇 し， 実質的に 「中等後教育機関か ら高等教育機関へ 」 と

変容 した のか は ，
い まだ十分に 明 らか に され てい な い

。

1．2． 「高等教育機 関」で は なか っ た専修 学校

　専修学校は こ ん に ち で こ そ高等教育政策の
一

翼 を担 う存在 と して 位置づ けられ て

い るが ， も と も とは中等後教育機関 として 発足 した 。そ の た め ， 当初 は高校生の 進

学先 とは み な され て い なか っ た 。 段階的 に地位が 向上 した もの の ， そ の こ と自体が

明確 に認識 され て い ない た め ， 現在で も専修学校の制度上 ・ 研究上 の 扱い は定 ま っ

て い ない 。 本節 で は ， 専修学校が 曖昧 な位置 づ けに ある とい う事実を確認 して お く。

　専修 学校 は1976年 に 各種 学校 を母体 と して 発足 し ， 課程 で は家政 系 ， 性別 で は女

性中心
（1｝

， 無選 抜 で 非定型 的な 玉 石 混 淆の 機関で あ っ た （岩 永 1985 ， pp ．32−

33）。 その た め ， 各種学校か ら専修学 校 へ の 制度的改 編が あ ろ う と
， 専修学校 は 当時

の 高校生 に す ぐさ ま進 学先 の選 択肢 とな る よ うな社会的評 価 は受 けて い な か っ た 。

　例 えば旺文社の 受験雑誌 『螢雪時代』は
， 情報が 豊富な現在 と は異 な り

， 当時の

進学 を目指す 高校生 の 貴重 な情報源で あ っ た が ， 進路選択の特集 で は専 ら大学か 短

大 か ， 女子 大 か 共学 か とい う選 択が焦 点 とな っ て い た
 

。 80年代末で も， 専修学校

進学者 は ， 大学 ・ 短大 を併願 しない 単願 が 7 割を 占め た （文 部省　 1990， p．384）。

　職 業教育全般 へ の蔑視が 根強 く存在 した 日本 で
〔’Z｝

， 広範 な層 に 門戸 を開 き職業教
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育 を施す 非
一

条校 の 専修学校 が ， 入学選抜 を経 た者に完成教育 を施 す大学や短 大 と

同列 の 進学先 として認知 され るの はた や す くな い
。 それ は研 究上 にお い て も同 じで ，

天野 ら （天野編著　1986） も ， 発 足後1G年を経て 女性の 専修学校進学率が 大学進学

率 を上 回 っ て い た 時点で さ え ， 専修学校 を高等教育機関 とは み な して い な い
。

　 こ うした社会的 な認識 は ， 専修 学校進学者の 量的推移 に もみ て とれ る 。 専修 学校

進学率は発足後数年間で 急増 して み え るが （図 1 ）， 80年代 まで は 各種学校 と合計 し

た学校 数 ・在学者数 に大 きな変化 は な く， 専修 学校 が新た に シ ェ ア を拡大 した と は

い え なか っ た （麻生 ・近藤　1984， pp ．166−168
， 岩永　前掲 ，

　 pp ．30−31．）〔4）
。 つ ま

り実態 として は ， 高等教育抑制政策や経済停滞 と 「各種学校か ら専修学校 へ の 移行

とい うす ぐれ て 法制度的な現象 とが オ ーバ ーラ ッ プ した 」こ とに よ り ， 「状況が あた

か も既成高等教育機関か ら専修学校 へ
， とい う教育需要 の質 的変化の よ うに 説明 さ

れ」た に 過 ぎな か っ た の で ある く岩永 前掲 ， p．32）。

　以上 の 事実が 示す の は ， 専修学校は80年代に は各種学校 との 連続性が 強 く， 当時

の 高校生 に と っ て 大学や短 大な ど と同列の 進学先で はな か っ た とい うこ とで ある 。

　 こ の よ うな経緯が あ るた め ， 高等教育機 関扱い と な っ た こ ん に ち で さ え ， 専修学

校 は行政調査や研究上 の 定位置 を得 て い な い
。 現在 に お け る専修学校 の曖昧 な位置

づ けを示 す根拠 は枚挙 に い と まが な い が
， 以下 に い くつ か の 例を挙げて お く。

　 『学校基本調査報 告書』は 2006年度で も 「大学等進学率」と 「専修学校 （専門課程）

進学 率」 を分 けて お り， 専修学校関連統計は 「初等 中等教育機関」 との 合冊 に収 め

られ て い る 。 『就業構造基本調査』で は 2007年度の 調査票 か ら初め て専修学校 を学 歴

として 捕捉 する よ うに な っ た 。 この よ うに 国の 統計調査 で は ， 専修学校 は長 ら く大

学や 短大 ・高専 と は別 系統 の 教育機関 と して 扱わ れ て きた上 ， 未だ位置づ けが定 ま

っ て い な い 。

　 ア カ デ ミ ッ クな調 査研 究で も ， 専 修学校は学歴扱 い で はな か っ た 。 SSM 調査 （「社

会階層 と社会移動全 国調 査 」）で は 2005年に専修学校 が独立 の 学歴項 目に 加 え られ た

が ， 同調査 は現在非公 開で ある 。 JGSS調査 （「日本版 General　Social　Surveys」）

で は専修学校 ・ 専門学校通 学経験 をたずね て い るが ， 現在 で も学歴扱 い で は ない 。

　 階層研究や 進路研 究 に お い て も専修学校が顧慮され る こ とは少 な く， 多 くの場合

は高卒者 と等 し くカテ ゴ ライ ズ され て きた 。 高校生 の 4人 に 1 人が専修学校 に進学

す る 現在 で も， 次節で み る よ うに
， 他 の 進路 との 関係は十分 に 明 らか に され て い な

い o

87

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

1．3． 先行研 究 の 検 討 と本稿の 問 題 設定　一 「固定モ デ ル 」 と 「変容 モ デ ル 」

　専修学校 の位 置づ けを め ぐっ て は複数 の 立場 が あ り， 合意 は形成 さ れ て い ない
。

先行研究の 争点 は ， 専修学校が 果た して 大学や短大寄 りの 進路 な の か （「高等教育 モ

デル 」）， そ れ と も独 自の 進路 なの か （「中等後教育モ デ ル 」） と い う点 に あ る 。

　専 修学 校 を大 学 や 短 大 寄 りの 進 路 と み な す 立 場 （韓1996， 濱 中　2007， 朴 澤

2006， 中澤　2006
， 矢野 ・濱中　2006な ど〉

（5｝
は ， 「高等教育モ デル 」 と呼ぶ こ とが

で き る 。 こ の 立場 に 依拠す る先行研究 は ， 専修学校進学者を高卒就職者 とは明 らか

に異な る層で ある とみ な し ， 出身階層や 成績 な どの 点で ， 大学 ・短大 な どへ の 進学

者 とあ る種 連続的 で 似通 っ た 層で ある と と らえ る 。

　
一

方 ， 専修学校が 大学 ・短 大進学 と は異な る独 自の 進路だ とい う点 を強調す る立

場 （濱名 1990
， 岩永 前re　（6），

　 p．32， 喜多村 1983， 倉内 1980な ど）は ， 「中等

後教育モ デル 」 と呼ぷ こ とが で き る 。 こ の立 場 に依拠す る先行研究は ， しぼし ば専

修学校進学者の 特徴 よ りも社会的な機能に 注 目す る 。 女性の 専修学校進学者に つ い

て は ， 濱名 （前掲）が 1985年 SSM 調査 を も とに ， 自営業 の家庭出身で あ るな ど高卒

就職者 に 近 い 層で あ り， 専修学校 が大学や短大 と は異 な る進路 で ある こ と を指摘 し

て い る 。 しか し，
こ の指摘が こ ん に ちの 専修学校進学者 に もあて は まるの か ど うか

は定か で はな く， また ， 男性の 専修学校進学者層 も明 らか で はな い
。

　 この よ うに 先行研究 の 枠組 み は 「高等教育 モ デル 」な い し 「中等後教育モ デル 」

と い う枠組み を採用 して い る 。 つ ま り，
い ずれ も専修学校 の 位置づ けは発足以来変

わ らな い もの として と らえて お り，
い わ ば 「固定 モ デル 」 と呼ぶ こ とが で き る 。

　 こ れ に対 して 本稿で は ， 1．1．お よび 12 ．で指摘 した よ うに，専修学校 の 社会的な

位置づ けが 発足か ら こ ん に ち に い た る まで に 変化 して きた と い う事実 を重視す る 。

つ ま り， 専修学校 の 位置 づ けが 「中等後教育機 関か ら高等教育機関 へ 」 と変容 して

きた とと らえ ， 「変容 モ デ ル 」 と呼ぶ こ とが で きる。

　 さ らに本稿 で は ， 専修 学校の 位置 づ けが変容 した 背景 に進学者層 の 変化 が ある と

仮定 す る 。 具体的 に は ， 専修学校進学者 の 出身 階層 （「入 り口 」） が 発 足当初 は 高卒

就職者 に近 か っ た が ， 時代 が進 む に つ れ大学 や短大 へ の 進学者 に近 くな っ た と考 え

る 。 そ して こ の よ うな進学者層の 変化 は ， 先行世代 の 専修 学校進学者が職業 （「出 口 」）

で
“

ペ イ
”

す る姿 をみ て ， よ り高い 階層出身の 後続世 代 も専修学校 に進学す る よ う

に な っ た た め に起 きた と考 え る
 

。 こ の 仮説 を検証す る た め ， 専修学校 の 進学者 （「入

り口 」） と機能 （「出口 」） の 変化 に つ い て ， 時期区分 を設定 した上 で分析 を行 う。

　 そ れ で は専修学校 は ，

一
体 い つ 「中等後教育機 関か ら高等教育機関へ 」変容 した
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の で あ ろ うか 。 本稿で は ， 以 下 の 理 由か ら1990年 を境 と し て 時期 区分 を設定す る 。

　まず ， 1．1．で 述 べ た よ うに ， 専修学校進学率の 動向が 90年代以前 と以降で は異 な

り， また 90年代以降に 専修学校の 地位が 向上 したた め で あ る
。

そ して
， 大学 ・短大

進 学 の 観 点 か ら み た 高等 教 育 の 構 造 転 換 点 が 1990年 に あ る た め で あ る （潮 木

2007）（8）
。

つ ま り本稿は ， 大学に 限 らず専修学校 も含めた 高卒後の 進学市場全体の 構

造的な転換点が 90年代 に ある と の 仮定か ら
， 専修学校の位置づ け と進学者層の 変化

を検証 す る もの で あ る 。 具体的に は ， 1990年を境 に ， 前半 （専修学校発足 か ら1989

年 まで ） を専修学校進学率が上 昇 した 「発展期」 と し ， 後半 （1990年以降） を専修

学校 の進学率や制度上 の地位が 向上 し安定 した 「成熟期」 とす る 。

　以上 か ら本稿 で は ， 専修学校 を誰が （「入 り口」） ど の よ うに （「出口」）利 用 して

きた の か ， 発足か ら約30年間の 変化に つ い て ， 90年代以 前 と以 降を比 較検討 して明

らか に する 。 まず 2章で 分析 に使用 する データ と方法 を概観 し， 3 章 で専修学校進

学者 層 （「入 り口」）の 変化を ， 4 章 で 専修学校卒業後 の 職業 の変 化 （「出口 」） を ，

他の 進路 と比較 す る 。 な お ， 他 の進路 に 対す る専修学校 の 相対 的 な位置づ けの 変容

を辿 るた め
， 専修学校 か らみ た変化 に焦点化 して 記述 を行 う。

2 ．　 分 析 に使 用 す るデ ー タ と方法

2．1． 分析 に使用 する デ ー
タお よび 変数

　本稿 で は JGSS 累積 デ ー タ2000−2003の うち ， 専 修学 校進 学者 を再構 成 で き る

JGSS累積デ ー タ2000−2002を分析に 用 い る 。 以下 に
， 変数の 説明 を行 っ て お く。

　 まず ，
90年代以 前に専修学校 に進 学 し得た か否か を基 準 に コ ーホー ト（以 下 ， CH ）

を作成 した 。 1957− 1971年生 ま れ を CH1 ， 1972司 983年生 まれ を CH2 と した
Cy）

。

　次 に ， 専修学校進学者 の 定義 を行 う。 1．2．で も述 べ た よ うに ， JGSS調査で は厳密

な意 味で 最終 卒業学校 （以下 ， 学歴）が専修学校の 者 は捕捉で き な い 。 そ こで 本稿

で は ， 在学中 の者 は除外 し ， 最終学歴 が 新制高校で あ り， なお か つ 予備校 を除 く専

修学校 ・専門学校通学経験が あ る者を専修学校進学者 として 再構成 し ， 分析 を行 う。

　 また ， 進学 お よび本人 の 現在 の 職業 （以 下 ， 本人現職） を規定す る要因 として は ，

先行研究 と同様 に ， 出身階層 に代表 さ れ る属性的 な要囚 と
， メ リ トクラ テ ィ ッ クな

要因 と して 成績 を用 い る 。 出身階層の 指標 に は， 父親 の 職業 （以 下 ， 父 職）お よび

15歳 時世帯収入 を用 い る
ω

。 父職 お よ び本人 の 現職 は ， 自営業 （以 下 ， 自営），
プル

ー カ ラ
ー

（以 下 ， B）， ホ ワ イ トカ ラ ー上 位 似 下 ，
　 W 上 ）， ホ ワ イ トカ ラ ー下位 （以

下， W 下）の 4 区分 を設定 した
 

。 15歳時世帯収入 は ， 本人 申告 に よ る 5段 階評価
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を用 い る 。 成績 は
， 本入 申告 に よ る中学 3年時点で の 5段階評価 を用 い る 。

2．2． 分 析方法

　本稿で は ， CH ご とに専修学校進 学者 の 「入 り口 」 （出身階層 お よび成績… 3 章 ）

と 「出 口」 （現職
… 4 章）に つ い て ， 多項 ロ ジ ス テ ィ ッ ク 回帰分析 を行 い

， 学歴 間で

変数 の効果 を比較す る 。 こ れ に は ， 次 の よ うな積極的な意味 が ある 。

　従来 ， 学歴 は教育 年数 に 換算 ざれ ， 重 回帰分析や パ ス 解析 な ど で量 的な変数 と し

て用 い られ る こ とが 多か っ た 。 しか し こ うした 分析で は ， 短大 ・高専 と専修学校の

よ うに ， 教育年数 は 同 じで も質的 に異 な る進路選択肢 の 異同 を分析す る こ とはで き

な い
。

二 項 U ジ ス テ ィ ッ ク 回帰分析 も学歴 を質的 な変数 と して 用 い る分析 で あるが ，

進学 ／非進学 な ど二 値の選択 の 想定 は必ず し も実際 の進路選択 に即 した モ デ ル で は

な く， 多項 ロ ジ ッ トモ デル の 適用が 適切 で あ る （Breen ＆ Jonsson　2000 な ど）
ul｝

。

1．3．で 述 べ た よ うに ， 専修学校が 大学 ・ 短大進学寄 りの 進路 なの か 高卒就職寄 りの

進路 なの か とい う位置づ けが明 らかで は ない 点で も （本稿で は この 位置づ けが変化

した と と らえ る ）， 進学／非進学 を前提 に した 二 項 ロ ジス テ ィ ッ ク 回帰分析で は な

く， 多項 ロ ジス テ ィ ッ ク回 帰分析 を行 うこ とが適切で ある とい える 。

3．　 専修学校 進 学者層 の 特 徴 とそ の 変化 　
一

「入 りロ 」に 関 す る分 析

　本章 で は ， 従属変数 を本人学歴 （基準変数 は専修 学校）， 独立変数 を父職 （基 準 変

数 は B ）， 15歳時世帯収入 ， 中 3 時成績 と し た 多項 ロ ジス テ ィ ッ ク 回帰分析 を行 う。

分析 に お い て 使用す る変数 お よび記述 統計量 の
一

覧 は表 1 の 通 りで あ る
aiO

。

表 1　 使用 変数 お よび記 述統 計量 （「入 り 口 」分 析）

【男性 1 【女 牲1

CH1 CH2 　　　　　　 CH1 CH2

独立変数 平均 値 SD ．平均値 S．D．　 平均 値 S，D．平均 値 S．D ．

父職　　　　　　　：（基準 ：ブル ー
）　　　　　　　　　 i

　 自営 ダ ミ ー　 　 　1臼営
丁1，そ の 他＝O　　　　　　　　　 I

　 ホ ワ イ ト ドダ ミ ー ホ ワ イ ト下 　 1，そ の 他 ＝o　　　　　　　　　 I

　 ホ ワ イ ト上 ダ ミ
ー1ホ ワ イ ト上 ＝1，そ の 他

．O　　　　　　　　　 I

o ．3630

．1800

．16］

0 ．4810
．3850
．368

O．360
  ．2G60
．132

0．4呂1　 　 0．350
0．405　 　 0 ．198
0．339　　 0．149

0．4770
．399

  ．356

0．2290
．294

 ．166

0．4210
．456D
．373

15歳時 世帯 収入 　 　115歳 時の 殴帯収 入 （5 段 階）　　　　　　　　　■ 2．829o ．7963 ．Ol2D ．7｛13　　 Z．9230 ．8233 ．OO5O ．717

中 3時 成績 　 　 　　 ：中 3 時 の 成 績 （5 段 階）　　　　　　　　　 1

3．304 工．D633 ．0431 ．059　 　 3．353  ．9203 ．3600 ．979

　なお ， 男性 は ほ とん ど短大 に 進学 しな い な ど， 性別に よ っ て変数の 意味や実際の

進学行動 は 大 き く異な るた め ， 性別 ダ ミー を投 じずに 男女別 に モ デル を検討す る 。
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3．1、 専修 学校進学の 規 定要因 に 関 す る 多項 ロ ジ ッ ト（1）　　 男性

　男性 に お け る専修学校進学の 規定要因 を分析 した結果は ， 表 2 の 通 りで あ る 。

表 2　 「入 り口 」多項 ロ ジ ス テ ィ ッ ク 回帰分析 ：結 果 （男性 ）

CH1 CH2
　　【男倒

基準 ：専 修学 校
　 咼 校　　 　　　短大 ・高専 　　　 大 卒以上

B　　　 S．E．　　　 B　　　S．　E．　　 B　　　 S．　E．
　 高校 　　　　 短 大 ・高専　　　 大卒以 上

B　　　 S．E，　　　 B　　　 S．E．　　　 B 　　　S．　E，

父職 （基 準 ：ブル ー
）

　自営ダ ミー

　 ホ ワ イ ト下 ダ ミー

　 ホ ワイ ト上 ダ ミー

15歳 時世帯収 入

中3 時成績

定 数

一〇，岨 0　　　　0．431　　0．819　　　　0，523　−0．59D　　　　O齟452
−0，齢 1　　　　0．593　−O」23　　　　0．693　　0．596　　　　0．600
−。．856 ・．664 ・．34・ ・．73・覊 籬覊 D，65・

0．02呂　　　　0．226　−O．237　　　　0．275　　0．315　　　　0．2自5
D．1。3 。、・8轗 1轢韈 U、2・・難灘 糞D．1卯
2．023串ホ　　0　870　　0．157　　　　1　046　−2．212審宰　　D．934

鑿鑢
鰓

灘D．62 −o，gu呂　 o．699 一ぴ．dO6 　 0684

　　　鑼 。，67囎 鑼 ・．826 −・ユ69 ・．735
　
乾
寥　　　　　　0．855　−0．913　　　　0．928　−0．D90　　　　0．B76

　 　 勲韓　　 ≧

　 　 　 　 　 O．325　−0．290　　　　0．377　−0．277　　　　D．ヨ45

　轢 鼕・．263驪 購 ・．・・1飜 驪
ビ
・．286

　3．316穿皐，　1，246　　0．085　　　　1．441　−2．150　　　　1．367

一2Log 　like田 lo 。d

　　Chi−Square
　 　 　 　 億

　 　 　 　 NGox

＆Snell’s　q ロasi −R2
McFadden 　quasi

−R2

4工4．080186
．236寧甲喀

　 　 15

　 672

　 0．242
　 0．127

278．945110
．6S2轄 宰

　 　 15

　 32抒

　 O」44

　 0．289

争 く IOO
’”
p く ．‘蔦 0

＊鵯
ヵく 、Vio 廉網 掛 け は有意 に な っ た 変数 。

　高卒就職者 と専修学校 進学者 の 違 い は ， CH1 で は ， 父職 や世帯 収入 に お い て も ，

成績 に お い て も全 くない
。 しか し CH2 で は

， 専修学校進学者は 高卒就職者 とは明 ら

か に 異な る層に な っ て い る 。 す なわ ち ， 自営 ・W 上 ・W 下 出身者 は ， 就職 す る よ り

も専修学校 に 進学 しや す くな っ た
a4a

また ， 世帯収入が高 い ほ ど專修学校 に 進学 し

や す くな っ た 。 さ らに成績が 低 い ほ ど専修学校 に進学し や す くな っ た 。

　短大 ・ 高専進学者 と専修学校進学者を比 べ る と
，
CH1 で は 父職 の 違い は なか っ た

が
，
CH2 で は W 下 出身 の場含 は専修学校 に進学 しや す くな っ た 。 また ，

　 CH1 ・2と

も成績が 高い ほ ど専修学校 よ り短 大 ・ 高専 に 進学 しや す い
。 CH1 ・ 2と も世帯収入 に

お ける違 い は な い
。

　大学進学者 と比 べ る と ， CH1 で は W 上 出身 の場 合 は 専修学校 よ りも大学 に 進学

しやすか っ た が ， CH2 で は 父 職 に よ る違 い は な くな っ た 。 また ，
　 CH1 ・2 と もに ， 成

績が高い ほ ど専修学校 よ りも大学 に進学 しや す い とい う構図は変わ らない
。 世帯収

入 に つ い て は ， CHI ・2 と もに 専修学校進学者 と大学進学者 に違 い は な い 。

　男性 の 進路 に お け る専修学校 の 位置づ け と して重要な点 は ， 次の 2点で ある 。

　第一
に ， 専修学校進学者 は CH1 で は 出身 階層 ・成績 と も高卒就職者 と変わ らな い

層か ら輩 出 され て い たが ， CH2 で は ， 高卒就職者 と は明 らか に 出身階層 （父職 お よ

び世帯収入 〉が 異な る層に な り ， 他方 で 成績に つ い て は ， む しろ高卒就職者 よ りも

低 くなっ た 。 第二 に
， 成績が 高い ほ ど専修学校よ りも短大 ・ 高専や大学に 進学 しや
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す い と い う構 図 は CHI ・ 2と もに 変 わ らな い
。 特に CH2 で は ， 専修学校 進 学者 は ，

大学進学者 と出身階層に お い て は違 い が な くな り ， 成績の み 低い 層に な っ た 。

3．2． 専修 学校 進 学の 規定 要 因 に 関 す る 多項 ロ ジ ッ ト  　 　　 女性

　本節で は表 3 の 分析結果か ら ， 女性 に お け る専修学校進学の規 定要因 を検討す る 。

表 3　 「入 り ロ 」 多項 ロ ジ ス テ ィ ッ ク回帰分析 1結果 （女性 ）

’P く ．100 ”
P く ．050 料

争 く OZO ※網掛 け は 有意 に な っ た 変数．

　 ま ず高卒就職者 と専修学校進学者の 違 い を検討す る と， CH1 ・2とも ， 自営 出身お

よ び W 上 出身 の場 合は ， 高卒就職 す る よ り も専修学校に 進学 しや す い と い う点に

変化 は な い
。 世帯収入 に つ い て は ， CHI で は専修学校進学者 と高卒就職者 に違 い は

な い が ， CH2 で は世帯収入 が 高い ほ ど ， 高卒就職す る よ り専修学校 に 進学 しや す い

傾向が生 じた 。 成績で は ， CH1 ・2と も専修学校進学者 と高卒就職者 に違 い は な い
。

　短大 ・高専進学者 と専修学校進学者 を比較 す る と ， CH1 ・ 2 と もに ， 自営出身者が

専修学校 に進学 しやす い とい う点 に 変化 は な い
。 しか し CH2 で は ，

　W 上 出身者 が 短

大 ・高専 よ り も専修学校 に 進学 しや す い と い う傾 向が新た に生 じた 。 世帯収入 に つ

い て は
，
CH1 ・2 と も専修学 校進学者 と短大 ・高専進学者の 間に 違 い は な い 。 ま た

CH1 ・2と も ， 成績 が高 い ほ ど専修学校 よ りも短 大 ・高専 に進学 しや す い
。

　大学進学者 と専修学校進学者を比 較 す る と， CH1 で は W 上 ・W 下出身者 は 専修 学

校 よ り も大学に 進学 しや す か っ た が
，
CH2 で は父職の 違 い は全 くな くな っ て い る 。

世帯収入 に つ い て は ，
CH1 ・2と も に 違 い は な い 。 成績 に つ い て は ，

　 CH1 ・2と も

に ， 成績が 高い ほ ど専修学校 よ りも大学 に進学 しや す い
。

　女 性の 進路 に お ける専修学校の 位置づ け と し て 重要 な点は ， 次の 3点 で あ る。
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　第
一

に ， CH1 ・2ともに ， 自営出身者 は高卒就職や短大 ・高専へ 進学す る よ りも専

修学校 に進学 しや す い
。

こ れは 1．3．に お ける濱名 （前掲）の 指摘が現在に もあて は

まる こ とを示 して い る 。 第二 に ， 専修 学校進学者 は CH1 で は高卒就職者 と世帯収入

の 違 い はな い が
，
CH2 で は 世帯収入 が 高い ほ ど高卒就職 す る よ り も専修学校 に進 学

しや す くな っ た 。 第三 に
， 大学進学者 とは ， 成績 で は CH1 ・2 と もに 違 い が あ る もの

の ， CH2 で は出身階層 に お け る違 い はな くな っ た 。

　3，1．と 3．2．か ら ， 専修 学校進学者 の 特徴 は次の よ うに ま とめ られ る 。

　第
一

に ， 90年代以前 （CHD の 専修学校 進学者 は 男女 と も大学 進学者 と は異 な

り， 高卒就職者 と変 わ らな い
， あ る い は相対的に 近 い 層で あ っ た 。 第二 に

，
90年代

以 降 （CH2 ）は男女 と も高卒就職 者 と専修学校進 学者の 問に世帯収入 の違 い が 生 じ

た 。 第三 に ， CH2 で は男女 と も専修学校進学者 と大学進 学者で は父 職や世帯収入 の

違い が な くな り， 違い は成績の み に な っ た 。 第二 ・ 第三 の 変化 は ， W 下出身者 の 専

修学校進学率 の 増加 に よ る と考 え られ る
 

。

　 以上 の分析結果 は ， 「中等後教育機 関か ら高等教育機関 へ 」とい う専修学校の 社会

的な位置づ けの 変容 を支 えた の が ， 進学者層 （「入 り口 」）の 変化， 具体的に は進学

者の 出身階層の 上昇で あ っ た と い う こ と を示唆す る 。 90年代 を境に （CH1 か ら CH2

に か け て ）， 専修学校進学者 の 出身階層 は ， 高卒就職者 とは異 な る よ り高い 階層 へ と

シ フ トし ， 大学進学者の 出身 階層に近 づ い た 。

4
．　 専修 学校卒 業者の 職業 とそ の 変化 　

一
「出 口 」に 関 する分 析

　で は ， 3章で み た よ うな進学者層の 変化 はなぜ起 こ っ た の だ ろ うか 。 威信 の 低 い

非一条校で あ っ た専修学校 に ， なぜ よ り高い 階層の 出身者が進学 す る よ うに な っ た

の で あ ろ うか 。 本章で は ， 本入現職 （「出口 」） を CH 問で 比較 し
， 専修学校進学者

の 出身階層 （「入 りロ 」） の 上昇 を引 き起 こ した
“

ペ イ
”

の 検討 を行 う。

　具体 的に は本人現職 （基 準変数は B）を従属変数 とし ， 本人学歴 （基準変 数 は専

修学校 ）， 父 職 （基準変数は B ）， 15歳時世帯収入 ， 中 3 時成績 を独立変数 と した多

項 ロ ジス テ ィ ッ ク回帰分析 を行 い
， 現職 に対す る学歴 の 効 果 を CH 間で 比 較 す る 。

　対 象 は 20代 お よ び 30代 の有 職者 とす る 。
こ れ は データ の 制約 もあ るが

（IE）
， 後続世

代 （CH2 ）が専修学校 を進学 に 値す る機関か ど うか 判断す る 際， 先行世代 （CHI ）

の専修学校卒業者 が 20代 や 30代で キ ャ リア を形成 して い る姿 を準拠集団 と して 参照

す る た め で ある 。 なお ， 現職 は性別 に よ っ て 構成が 異な るた め ， 「入 り口 」 （3章〉

の分 析 同様 ， 男女 別 に検討 を行 う 。 また
， 男性 の CH2 に お い て は

，
　W 上 出身で 本人
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表 4　 使用 変 数 および記述統 計量 （「出 口」分析 ）

【男 性】 【女性1

CII1 CII2　　 　　 　　 CH 工

　　　 一
CH2

独立変 数 平均 値 SD ．平均値 S．D ．　 平均値 　S．［／ 平均値 s．D ．

本入 学歴 　　　　　｝（基準 ：専修学校〉

高校ダ ミー　 i繖 一1，そ 啝 一
・

　短 大 ・高専ダ ミー1短 大 ・高専一・1 ，そ の他 ；O

大卒以 上 ダ ミ引 大鞘 上一
・ ， そ の他一 

D．4250
．0800
，437

D．495D
．272G
．497

D．4389
．13工

0．347

0．497　　 0．477
0．338　 　 0．285
G．477　 　 G．153

0．5000
．4520
．36i

O．2870
．3670236

0．4530
．483

 ．425

父職 　　　　　　　k基準 ：ブ ル ー）

白営 ダ ・ − 　 1自齢 L そ の 他一・

　 ホ ワ イ ト
ー
トダ ミ

ー：ホ ワ イ ト下 ＝1，そ の 他 ＝ 0

ホ ワ イ ト上 ダ ミ
ー；ホ ワ 朴 抄 1，そ の 態 ・

  ．3680
．168D
．175

D，4830
．374D
．380

 ．3280
．2190
．128

 ．471　　 0．324
0．414　 　 0．198
D．334　　  ．156

  ．4690
．3990

．364

o，2000
．3160

．182

o．鑑010
．4660

．386

15歳時世帯 収入 　　115歳 時の 世帯収 入 （5段 階）　　　　　　　　 「 2 ．8640 ．7872 ．9960 ．708 　 　 2．9010 ．8173 ．01工 0．686

中 3時成績 　　　　1中 3時 の 成績 （5 段階 ＞　　　　　　　　 1
3．2571 ．070 言．058LO57 　　 3．3150 ．9313 ．455o ．989

現職が 自営の 者が 不在で あ っ たた め ， 本人現職が 自営の 者 を除い て 分析 し た と い う

限界 が あ る
an

。

　 4 章の 分析 で 使用 する 変数お よ び記述統計量 の
一

覧 は ， 表 4 の通 りで ある
 

。

4．1． 現職の 規定要因に 関 する多項 ロ ジ ッ ト（1） 一
男牲

　本節で は ， 男性 の 現職規 定要因 を CH 間 で 比較 す る 。

』
結果 は表 5 の 通 りで あ る 。

　 まず ， W 下 へ の な りや す さ に つ い て は
，
　CH1 ・2と も専修学校卒業者 は高卒者 と は

差が な く， 大卒以上 よ り W 下 に な りに くい 。 また ，
CH1 で は短大 ・高専卒 よ りもW

下 に な りに くか っ た が
，
CH2 で は差 が な くな っ た 。父職 に つ い て は CH1 で は W 下 出

身者が 自身 も W 下 に な りや す か っ た が ， CH2 で は父職 に よる違い は な くな る。

　 また ， W 上 へ の な りや すさ に つ い て は ， 専修学校卒は高卒者 と比 べ る と CH1 で は

W 上 に な りや す か っ たが
，
CH2 で は差 が な くな っ た 。 短 大 ・高専卒 と比 べ る と， CH ヱ

で は差 が なか っ たが ， CH2 で は専修学校 卒の 方 が W 上 に な りに く くな っ た 。 大卒以

上 に対 して は ， CHI ・ 2とも W 上 に な りに くい 点で 変わ りはな い
。 また ，

　 CH1 ・ 2と

も ， 成績が 高 い ほ ど W 上 に な りやす い
。 父 職は CHI で は W 上 に な る上 で は関係が

なか っ た が ， CH2 で は 自営 出身者 は W 上 に な りに く くな っ た 。

　 男性 の 現職 と学歴 に 注 目す る と， 次 の よ うに い え る 。

　 専修学校卒 は ， CH1 で は高卒者 よ り W 上 に な りや す く， 短大 ・高専卒 と は差 が な

い と い う利 点が あ っ た 。 しか し CH2 で は，
　 W 上 に な る上で は高卒者 と差 が な くな

り， 短大 ・高専卒 よ り も W 上 に な りに く くな っ た 。 また
， CH1 ・2と も大卒以 上 よ

りも W 下 ・W 上 に な りに くい 。
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表 5　 「出ロ 」多項 ロ ジ ス テ ィ ッ ク回帰分析 ：結果 （男性）

C削 CH2
【男性】

基 準 ：ブル ー 自営 ホ ワ イ ト下 　 　　ホ ワ イ ト上 ホ ワ イ ト下 　 　　ホ ワ イ ト上

BS ．E．　 　 B　 　 S、E、　 　 BS ．E． BS ．E 　　　B 　　　SE ．

本人学 歴 （基準 ：専 修学校 ）

高校ダ ミー

短 大
・
高専 ダ ミー

一〇．工711
．187

・・…
．

。・・巨・ 蠅 ・爨鏤 覊灘覊
0865 　 　　 　　 　　 　　 　0，3750 ．727

一〇．2600
．73摺

0．503 −0．97含　　 1．230
D，6・驫 　　讃灘　 　 　 　 　 罫

大卒以上 ダ ミー 0．313 ・、7聞 ．　 鬻 鞴 　 灘鑞鑼 鑞鑼
贓

甲　　　　 P箒　　　　　　　獅
父職 （基準 ：ブル

ー
） 隅 　 　 穿　 睦鞠

　 　　 0．306自営 グ ミ ー
「　　　　　　　

P

　 　 　 　0．295 −0．259尸　門Lこ習　、　　「」π
0．424 一〇．066 ・．355灘 騨鑼鑼

ホ ワ イ ト下ダ ミ ー
＿　 騨曝

　 　　　　　 　　　　　
  0．634．，　 　 卯　 　 　 臼　 斛ρ乾 畧能＿宙 D．497O ．6080 ．410　0．663　　 0，5呂1

ホ ワ イ ト上ダ ミ ー L651
比

工，205 −0．077　　0，401 　0，629o ．453o ．5100 ．520 −O．DO3　　0．6呂／

エ5歳時世帯収入

中 3時成績

窟

o．147
灘　 　　　　　 　一〇，118　 　0，ユ66 −O．llO

　　　　。．・97 。．15B 。．・2螺 鏘 爨鑼 蘿

D．21002190
．176O

．209　 D．157　　 0．31呂
。．162灘鑼轗 糶

定数
一6．566畔零1．515 −1．757僻　 O．呂76 −1．934榊 o．92虚 一1．707寧 0．888 −4，6D7鰰 1．600

一2L 。暮 lik已裏ihood 5】3．279 2巳L349

Chi−Square 182、757°顧 98．960ホ冷率

df 24 工6
N 435 274

Cox ＆Sndrs 　quasl
−R2 0，343 o．303

McFadd 巳 n 　quasi
−R2 G．165 0．177

’
♪く JOO 闘

ρく ，〔）to −t ’pく ．OIO 照綱掛 ｝）は有意 に な っ た変数。

4．2． 現職 の 規 定要 因 に関 す る多項 ロ ジ ッ ト  　一 女性

　女性 に お ける現職 の 規定要 因に 関す る分析結果 は ， 表 6 の 通 りで あ る 。

　 まず， 自営へ の な りやす さ に つ い て は ，
CH1 ・2ともに専修学校卒業者 と他 の学歴

の 間に違い はな い
。 出身階層 （父職 ・ 世帯収入）や 成績 に よ る違い もない

。

　次 に ， W 下 へ の な りや す さ に つ い て は ，
　 CH1 ・2とも専修学校卒 は短大・高専卒よ

りW 下 に な りに くく， 高卒者 とは差が な い
。 大卒以上 と比 べ る と ， CH1 で は差が な

い が
，
CH2 で は W 下 に な りに くくな っ た 。 また ，

　 CH1 で は成績が 高 い ほ ど W 下 に

な りや すか っ た が
，
CH2 で は こ の 効果が 消 え

，
W 下 出身者が W 下 に な りや す くな っ

た。 つ ま り， 成績 は影響 しな くな り， 学歴や 出身階層が影響す る よ うに な っ た 。

　 また ， W 上 へ の な りや す さ に つ い て は ，
　 CH1 ・ 2とも専修学校卒 は高卒者 よ り W

上 に な りや す く， 大卒以 上 よ りな りに くい
。 短大 ・ 高専卒 と比べ る と ， CH1 で は専

修学校 卒ぷ W 上 に な りに くか っ たが ， CH2 で は差が な くな る 。 また ，
　 CH1 ・2 とも

出身階層 （父 職
・
世帯収入 ）は関係 が な い

。 さ らに CHI で は成績が 高 い ほ ど W 上 に

な りや すか っ た が
，
CH2 で は こ の 効果 が な くな り， 学歴 の 効果だ けが存在す る 。

　女性 の 現 職 と学歴 に注 目す る と次 の よ うに い え る 。

　専修学校卒 は CH1 で は高卒者よ りW 上 に な りや す く， 大卒以 上 とは W 下 に な る

に は 差が な い と い う利 点が あ っ た 。 しか し CH2 で は ， 高卒者 よ り W 上 に な りや す い

点 は変わ らな い もの の ， 大卒以上 と は W 下 ・W 上 どち らに な る上 で も差 が生 じた 。
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表 6　 「出 口 」多項 ロ ジ ス テ ィ ッ ク 回帰分析 ：結果 （女性 ）

CH1 GI工2
【女 性 】

基準 ： ブ ル
… 自営 ホ ワ イ ト下　　　ホ ワ イ ト上 目営 ホ ワ イ ト下 　　　 ホ ワ イ ト上

BSE ． B　　 S．E 　　　B　　 SR BS 、E． B　　　SE ，　　 Bs ．E．

本人学歴 〔基準 ：専修学椥

　高校ダ ミー

短大
・
高専 ダ ミ・・

　大 卒以 上 ダ ミー

0．5011
．ゆ311
．7120

．9941109欝 難ii艦爨
L2911

．215
⊥」 381

．2＄51
，67呂

1・⊥82 ・．6。1 。，55驥灘 鑞灘 i

韈灘鸛 羅飜蠣
父職 （基準 ：プル

ー
）

自宮ダ ミ ー 0．481u ．5580 ．398　 　 0β70　 0．4S1　 　 0．5950 ．764o ．84s 一〇．343　 　 0．472 −D．2070 、584
ホ ワ イ ト下 ダ ミー O、405u ．5480 、工B6　 　 045D 　 O，237　 　 0．539O ．τ工4 ・、Q6・鸚 継 霪驫 雛・．9630 ．643
ホ ワ イ ト上 ダ ミー一 一〇．0450 ．709 一〇293 　 　 0．474 −0，319　 　 0、670O ，9441 ．127O ．724　 　 0．644　 0．3810 ．747

15歳時世帯収入 o．275o ．2770 ．127 　　0．185 　0．工48　　0．2830209n ．505O ，043　　0278 −O ／650 沼35

中 3 時成績 0．341 。．・曝 購離鱗鱗 獵靆 霧韈靆 o．20呂 0373O ．15 工　　0．213　0，］38   ．246
定数 3．433帥 145 ユ

一
〇．呂00　　0．907 −3．976串林1．3窃1

一4 』26＊ 2、L49 一G．036　 　 ⊥．］43 −D．2TS1 苫42

一2LDg 　likelihood 444．925 345 工28

π

Chl−Squar巳 83．ア06艦鉢 52，1ヨ6暢＊

畄 24 24

N 333 275

Cox ＆Sne11
’
s　q口asi

−R2 0222 O．173
McFadde ［1　quasi

−R2 0．1］1 o．ng2
’
p ＜ ．ヱ00 ”

p く 、050 脚’♪く 、01O 巌網掛 け は有意 に な っ た 変数。

短大 ・高専卒 と は CHI で は W 下 ・ W 上 に な る上 で 差が あ っ た が
，
　 CH2 で は W 上 に

な る上 で の 差 はな くな っ た 。

　4．1．お よび 4．2．の 分析 か ら， 専修学校卒業者の 現職 に つ い て 次の よ うに い え る 。

　90年代以前は （CH1 ）， 男女 と も専修学校卒業者は 高卒者よ りW 上 に な りや すか

っ た 。 加 えて 男性 は W 上 へ の な りや す さで 短 大 ・高専卒 と差が な く， 女性 で は W 下

へ の な りや す さで 大卒以 上 と差が な か っ た 。 男 女 と も大卒以上 に 比べ れ ば W 上 に

は な りに くか っ た が ， CH1 に お け る専修学校進学者 の 出身が 高卒者 に近 い こ と を考

えれ ば （3 章），
こ れ は十分 に ペ イ す る 進路で あ っ た 。

しか し90年代以 降 （CH2 ）

は ， 専修学校は主 に B や W 下化す るル ー トで あ り ， CH1 ほ ど割が い い とはい えな

い
 

。

5 ．　 ま とめ と考 察

5．1． 誰 が ， どの よ うに専 修学校 を利 用 して き たの か

　本稿で は ， 専修学校に つ い て
， 進学者 （「入 り 口 」） と利 用の 仕方 （「出口 1） の 変

化 を検 討 した 。 こ の 分析 を通 して ， 専修学校が ， そ の 量的発展 と とも に ， 中等後教

育機関か ら高等教育機関へ と質 的に 転換を遂 げた こ と ， そ して そ の よ うな社会的な

位置づ け の 変容 を もた らした層 を明らか に した 。

　発足か ら90年代 まで の 「発展期」 （CH1 ）に は ， 専修学校卒 は 自営や 高卒者に 近い

96

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 専修学校の位置づ けと進学者層の変化

出身で も ，
B や W 下 ， 場合 に よ っ て W 上 に もな り得た 。 つ ま り90年代以前 の 専修

学校 は ， 高卒者に近 い 階層 の 出身者で あ りなが ら ， 20代 ・30代で は高卒者以上 に ペ

イ す る ， 相対 的に 割 の い い 進路 で あ っ た 。 CHI の 姿 をみて ， 後続の CH2 の 専修学校

進学率 は上 昇 した
 

。 そ して 非
一

条校 で威信 の 低か っ た 専修学校 も ， 進学者 の 出身

階層の 上昇 と と もに 高卒後 の 進路 と して定着 し ， 制度上 の 地位 も向上 した 。

　 しか し ，CH2 で の ペ イ は CH1 ほ ど割の い い もの で は な くな っ た 。 90年代以降 の 「成

熟期」 （CH2 ）に は ， 専修学校 へ の 進学者は W 下 出身者が増加 し ， 高卒者 と は異な

る大学進学者 に 近い 層 に な っ た 。 しか し出身階層 と現職 を見比 べ る と ， 専修学校 は

もは や 90年代以前 （CH1 ）ほ どに は割 の い い 進路 で ある と は い えない 。

　以上 を階層移動 の 観点か ら み る と
， 専修学校 は

，
90年代以前 （CH1 ）は 自営や高

卒者 に近 い 層の 出身者が B や W 下， ときに W 上化 し得 るル ー トで あ っ た が ， 90年

代以降 （CH2 ） は W 下 出身者が 主 に B や W 下化す るル ー トに な っ た と い える 。

　 また ， 高卒後進学市場 の 構造転換 とい う観点か らは ， 1．3．で 述べ た 90年代転換説

が ， 専修学校 の 進学者層 と機能の 変化 か ら も裏書 き された こ とに な る
 

。
こ れ は つ

ま り， 高卒後進学市場 の 構造転換 に お い て ， 専修学校 の 高等教育機 関化が ひ とつ の

要因 とな っ て い たか
， 何 らか の 関連性 を も っ て い た とい う可 能性を示 唆して い る 。

さ らに ， 90年代以降 ， 専修学校進学者 と大学進学者の 出身階層に違い が な くな っ た

こ とを踏 ま えれ ば （3章）， 高卒後進学市場 に お け る構造転換が ， 専 修学校の 高等教

育機関化 と大学 の 専修学校化 の 同時進行 に よ っ て 引 き起 こ され た可能性が あ る と考

え られ る 。

5．2． 「非 一条校 」再 考　一 「成 熟期」の 課 題

　本稿で は ， 専修学校が 非一 条校で あ りな が ら ， 実質的 に は高等教育機関 へ と変容

した 過程 を進学者層に 注 目して検討 した が ， そ こ に は積極 的な面 と限界が あ る 。

　研究者 や調査機関 な ど大方 の 予測 を外 れ （リク ル ー ト　 前掲 な ど）， 専修学校 は 高

卒後 の 進路 と して 定着 した 。 これ は 非
一

条校 と い う制度的 な劣位 に あ っ て も ， 教育

内容や そ の 先 の 職 業展 望 が魅 力 的で あれ ば進 学者 が集 ま る と い うこ とを示 し て い る 。

また ， 90年代以 前 の 専修学校 は ， よ り上 位 の 学歴や学校歴 をめ ぐる コ ン フ リ ク トを

主軸 に据 えた従来 の 教育社会学史が ，
こ れ まで 十分 に注 目して こ なか っ た 層 を含 ん

で い た と い える 。 出身や 学歴 ・学校歴 に 依存せ ず ， 「手 に職」で 身を立 て る生 き方で

あ る
 

。

　しか し90年代以降に 大学進学者 に近 い 階層 ， W 下 の 出身者が参入 し， 高卒者 と専
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修学校進学者 の 間に世帯収入 の 有意 差 が 生 じた こ とで トー ン が変わ っ た 。
つ ま り ，

専修学校 進学者の 出身階層 は上 昇 した が ， 他方で ， 高卒就職者 は よ り低所得層の マ

イ ノ リテ i に な っ て い る可能 性が 示唆 さ れ た ので あ る 。 短期高等教育機 関
 

， しか

も非
一

条校 に お け る職業教育が 誰 に 資す る の か ， 社会的公正 の 観点か ら問 う必要が

ある 。

　専修学校 は ， 事 実上 は高等教 育機関化 しなが らい まだ に 非
一

条校 とい う ， 実態 と

制度の乖離に起 因す る アモ ル フ ァ ス な性質の た め
，

こん に ち まで 十分 に研 究対象 と

は み な さ れて こ なか っ た 。 しか し ， 戦 前の 学校史 も， 傍系 を正 系 に組 み 込 む制度再

編の 歴史 で あ っ た （天野 　1978な ど）。 進学者層 も大 き く変わ っ た現在 ， 専修学校が

一
律に 非

一
条校で ある こ と の 意味 を改め て考え る時期 に あるの か もしれ ない

。

5．3， 今後の 課題

　本稿 の 企図 は
， 専修学校に 注 目し，

この 30年間の 高卒後進学市場に 質的な構 造変

化が 起 きて い た と い うこ と を明 らか に す る こ と に あ っ た 。 その た め ， 構造 が転換 し

た時点を厳密に 特定す る分析は行 っ て い ない
。 あ くまで も専修学校 を取 り巻 く事実

を状況証拠 と し， 大学 ・短大進学率に 関す る先行研究を も とに ，
ge年代 とい う地点

を ， 所与の ， 仮の 時期 区分 として 用 い た に す ぎない
。 結果的に専修学校の 質的な変

化 は裏づ けられた が ， それ は具体的 な転換点 の 立証 を意味す る もの で は ない
。

　 した が っ て ， 高卒後 進学市場全体 に お ける構造転 換の メ カ ニ ズ ム とそ の地 点 を解

明 す るた め に は， さ らに精緻 な分析 と検証 を行 う こ とが 課題 と し て残 る 。 そ して こ

の 際鍵 とな るの は ， 本稿で可能性を示 唆す る に と ど ま っ た 大学 の 専修学校化 と ， 専

修学校 と同 じ く短期高等教育 機関で あ り，

一
条校 で あ りな が ら進学率 が 衰退 した 短

大 との 相対的 な布置 を明 らか に す る こ とで ある と思 わ れ る 。

謝辞 ： 日本版 General　Social　Surveys （JGSS） は ， 大 阪商業大学比較地域研究所

　　　が ， 文部科学省 か ら学術 フ ロ ン テ ィ ア推進拠点 と して の 指定 を受 けて （1999

　　　−2003年度）， 東京大学社会科学研 究所 と共 同で 実施 して い る研究 プ ロ ジ ェ ク

　　　 トで ある （研究代表 ：谷 岡
一

郎 ・仁 田道夫 ， 代表幹事 ：佐 藤博樹 ・岩井紀子 ，

　　　事務局長 ：大澤美苗）。 東京大学社 会科学研究所附属 日本社会研究情報セ ン タ

　　　ー SSJ データ ア ーカ イ ブが データの作成 と配布を行 っ て い る。
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専修学校の位置づけと進 学者層 の変化

〈注〉

（1） 各種 学校 の課程は
，
1950年 に は 6 割超 ， 1975年 で も 3割 を和洋裁な ど家政系が

　占め ， 性別 で は1975年で も 6 割超が 女性で あ っ た た め ， 花嫁学校 と揶揄 され て い

　た 。 各種学校 を母体に 発足 した専修学校 も， 当初 は家政系 ・女性中心で あ っ た 。

（2） 「進路決定の 基本条件 を考 え る」『螢雪時代S1977年 4月号 ，
　 pp．212−221， 「女 性

　の 進路 を考 え よ う ！」同，
1978年 4 月号 ， pp．248−253 な ど 。 専修学校は新 しい 進

　学先 とは み なされ て お らず ， 発足前後 も同誌 で 目立 っ た取 り上 げ方 は ない 。

  　70年代に は高校学科間 の 序列 も巷 間で は 「普商 工 農」 と揶揄 さ れ て い た 。 ま し

　て や花嫁学校 と呼ばれ軽視され て い た各種学校が ， ある 日 を境に 専修学校に な ろ

　 う と， 高校生 ， と りわ け男性 に ， 直 ち に 進学先 とみ な され る こ とは な い
。

（4） 詳細 に は男性 で 増加 ， 女性で 減少 した が ， これ は分 野の 変化 に対応 して お り ，

　工 業系や 医療系 の 安定的 な増加 と各種学校か ら専修学校 へ の移行 ， 家政系 の大 幅

　 な減少に よ る。 全体 と して は 80年代に は各種学校時代か ら の 劇的な量的変化 は な

　 か っ た 。

（5） よ り詳細 に は ， 韓 （1996）お よ び濱中 （2007）， 矢野 ・濱中 （2006） は
一

貫 して

　 「高等教育 モ デル 」を採用 した時系列的な分析を行 っ て い る 。 朴澤 （2006）と中澤

　 （2006） は 「高等教育モ デル 」 に基づ くが単年度の 分析 を行 っ て い る 。

  岩永自身 は結論部分 で は専修学校 を大学の 代替進路 とみ な して お り （同， p ．

　40）， 他の 論者 に も 「高等教育モ デ ル 」 と して 認識 さ れ て い る （吉本　2003， p，

　86）。 だが ， 本稿 で 引用 した箇所 な ど ， 提示 され る デ ータや個 々 の 解釈 は む し ろ
一

　貫 して 専修学校 が大学 ・短 大 とは 異 なる独 自性 を もつ こ と
， 「中等後教育 モ デル 」

　 に 依拠 して い る こ と を示 して い る （岩永　前掲 ， pp．32−33，
　 pp ，38−39な ど）。

（7） 専修学校卒業者の キ ャ リア に つ い て は ，
い くつ か 調査研究が ある （雇用職業総

　合研究所　1985， 東京都立労働研究所　1989な ど）。 しか し ， 他学歴 との比較 は十

　 分 で はな い
。 また ， 先行研究 は専修学校 の位置づ けが変容 した こ と を踏 まえて お

　 らず ， キ ャ リア上 に お ける専修 学校卒 の効果 の 変化 も検討 され て い な い 。

（8） 大 学 ・短大進学率の 構造的 な転換点 に つ い て ， 矢野 ・濱 中 （前掲） は 全国単位

　 で 経 済的要 因 を も と に 分 析 を行 い
， 1975年 と1996年の 二 時点 を抽 出して い る 。 こ

　 れ に 対 して 潮木 （2007） は
， 都道府県別に 教育 シ ス テ ム 内在的な要因で 分析した

　結果 の 転換点 は 1990年 に あ り ， 高等教育政策 の 転 換期 と も機を一 に す る と指摘 し

　 て い る 。 潮木 （前掲 ） は専修学校進学率 の 分析 は行 っ て い な い が ， 本稿は同 じ く

　90年代転換説 に 立 つ
。 それ は 主 に 次の 理 由に よ る

。
ま ず， 本文で 述 べ た よ うに 専
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　修 学校の 進学率 と地位 の変化 とい う， 90年代転換説 を支持す る事実を重 くみ るた

　めで あ る 。 また ， 矢野 ・ 濱 中 （前掲）の モ デ ル 設定に依拠 しな い た めで あ る 。 矢

　野 ・濱中 （前掲 ）は専修学校 を
一

貫 して 高等教育機関 として 分析 した上 で （な お

　か つ 対象 は 男性 。 註  も参照）， 発足以来構造 的な変化 が な い と して お り（同， pp ．

　99−100）， 「変容モ デル 」を とる本稿の 立 場 とは異なる 。

  　1976年度に専修学校に 入 学可能な層 （1957年 4 月以降生 まれ ）を含 み ，
2002年

　 （JGSS−2002の 調査時点） に既 に 進学 して い る層に 限 るた めで あ る 。

（10） 父学歴 を独立 変数 に加 えな い の は ， 親世代 に も専修学校 卒が わず か に含 まれ る

　 こ とや ， 時代 ご と の学歴 の 相対性 （片 岡　1990， 香川 ・相澤　2006， 中澤　2003）

　 に 配慮 す る と
，

モ デル が必要以上 に 複雑化 し ，
ま た サ ン プル 数 も確保 で きな くな

　 るた め で あ る 。

（1D　自営 は農業／家族従業者／事務 ・販売サ ー ビス ・ マ ニ ュ ア ル 業 の 自営業，
　 B は

　 マ ニ ュ アル 業 の 被雇用者 ， W は事務 ・販 売サ ー ビ ス 業 で ，
　 W 上 は管理職 ・ 経 営者

　で 専門管理 的な職種 の 者／専 門管理 的 な 自営業 ，
W 下 は地位が 係長以下 な ど 。

　　 なお ， 専修学校は特定の 職業 との 結びっ き を前提 に専攻が構 成 され て お り ， 他

　 の 進路 と一
律 に本人現職 を上 の 4 カ テ ゴ りで 分類 す る こ とに は異論 もあ る と思わ

　れ る 。 しか し
， 本稿 で は

，
そ の よ うな特殊 な進路 で あ っ た はずの 専修学校が ， 高

　 校生 の 進学先 の ひ と つ と して 定着 し ， 他 の 高等教育機関 と同様 に扱わ れ る よ うに

　 な っ た とい う事実 を重視 して い る 。 その た め ， あ えて こ の カ テ ゴ リで 相対的 な位

　 置づ けに つ い て 分析 して い る 。

（12） 朴澤 （前掲 ）や 中澤 （前掲 ）は専修学校 も含 む進路 の 規定要因を多項 ロ ジ ッ ト

　 モ デル で 分析 して い るが ，本稿 と は 立場 が異 なる 。 註   も参照 。 また ， 分析 に あ

　 た っ て は ， す べ て の 選択肢が独立 で ある と仮定 して い る 。

  　サ ン プル の 学歴別構成 は
， 高校 ， 専修学校 ， 短大

・高専 ， 大卒以 上の 順 に 次の

　 通 りで あ る 。 男性 CH1 （42．1％ ， 5．4％ ， 8．6％ ， 43．9％）， 男性 CH2 （45．8％ ，

　 7．7％ ， 12、6％ ， 33．8％）， 女性 CH1 （43．7％ ， 9．2％ ，
30．6％ ，

16．5％）， 女性 CH2 （32．

　 7％ ， 11．4％ ， 35．1％ ， 20．7％）。 なお ， 本稿で は 「大卒以上 」 を一
括 して 分析 し

　 て い るが ， 大学 院卒 を除外 した場合で も全 体 の 分 析結果 と解釈 に変化 は な か っ た 。

  　表 2 の 結果 が直接的に 示 す の は ， 専修学校 に 進学す る よ りも高卒 で就職 しや す

　 い とい う こ とで あるが
， 専修学校 を主 語 に して 言 い 換 えた 。 以下 ， 同様 。

（15） 専修学校 進 学者 の うち W 下 出身者 は 男性 の CH1 で は 13．5％で あ っ た が CH2

　 で は 24．1％ に ， 女性の CH1 で は 12，7％で あ っ た が CH2 で は 28．9％ に 増加 して い
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CIII　

　　　

CH2

【男性】　学歴×父職

専修学校 の位置づけと進学者層の変化

　　　　 【女性】　学歴 x 父 職

参考図 1　 学歴 ・CH 別 に み た父職構成 （「入 リ ロ 」）（い ずれ もρ
ニ e．eeの

　る 。 こ の よ うな大幅な W 下出身者 の 増加 は
， 他の 学歴 で は み られ な い

。

（16） CH を比較す る場合 ， 先行 CH の 年齢層が 高 くな り分散 に偏 りが 生 じるた め ， 現

　職の 検討 ．Lr．， 特に 問題 とな る。 そ こで ， 年齢効果 を統制す るた め対象を絞 っ た 。

　念の た め独 立変数に 年齢を投入 した 分析 も行 っ た が
， 結果 は変わ らなか っ た 。

（17） 註 （22）も参照 。 父職 を除外 し
， 男性 CH2 に 自営 を含め て 分析 した場合 も，

　 CH2

　の 専修学校 が CH1 ほ ど割 の い い 進路 で はな い とい う本稿 の 主 旨 に変化 はな か っ

　 た 。

（18） 現職の構成比 は， 自営，
B

，
　 W 下 ，

　 W 上 の順 に次の 通 りで あ る 。 男性 CH1 （9．

　9％， 33．1％， 38．9％ ， 18．2％）， 男性 CII2（一 ， 43．4％ ， 40．9％ ， 15．7％）， 女性

　　

　　
CHI

　　　

　　

　　

GH2

　　　

【男性】　学歴 x本人現職

参考 図 2

【女性】　学歴 X 本人現職

学歴 ・ CH 別 に み た 20代 ・30代の 本人 現職構成 （「出 ロ」）

（い ずれ もρ
＝ e．　eee）
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　CHI （9．6％，
19．2％， 57．7％， 13．5％）， 女性 CH2 （4．4％ ， 13．5％ ， 61．5％ ， 20．

　7％）。 なお
， 学歴別に み た場合は 参考図 2 を参照 （参考図 1 ・2 と も最大限 に サ

　 ン プ ル を使用 した場合）。

ag） 男性の 高卒者 に対 す る W 上 化 ， 女性の 大卒以 上 に対 す る W 下化 な ど利点が な

　 くな っ た 面 と ． 女性 の 短大 ・高専卒 に対 す る W 上化 な どや や 改善 した 部分が あ

　 り，

一
概 に優位 か どうか 評価で きな い 微妙 な状況 とな っ て い る 。 参考図 2 も参照 。

  　学歴取得や職業達成 に際 して は先行世 代が 参照 され る場合が 多 い （香川 ・相澤

　前掲）。 濱中 （前掲 ， p．77）も女性専修学校進学率 の 規定要因 に 30− 34歳女性労働

　力率 を入 れ た モ デ ル が安定的 な結果 に な る の は，
80年代末以 降だ と して い る

。 本

　稿 で い う CH2 が CH1 の初期 キ ャ リア をみ て進学す る時期 で あ る 。

　　 なお ， 専修学校の位置づ け に 関 して は 「大学受皿 説」VS 「就職有利説」 とい う

　枠組み も存在 した 。 だ が ，
こ の 説明図式 は学校の 機能 と進学者 の動機 とい う， 必

　ず し も相対立 しな い 軸 を対立軸 と し て 設定 し て い る 。 実際は こ の 両軸は相互排他

　的で はな く ， む し ろ補 完 し合 う関係 に あ る。 つ ま り ， 専修学校 は実質 的 に は就職

　 に 有利だ とみ な された か らこ そ ， 非
一

条校で あ りなが ら も大学の 代替選択肢 とな

　 り得た可能性が あ り ， 先行研 究で もこの 可能性 は つ と に 指 摘 さ れ て い た （藤 田

　 1982， 国立教育研 究所　 1986な ど）。 本稿 の 分析 結果 も左 記 を裏づ け る もの で あ

　 る 。

  　 した が っ て ， 高卒後進学市場 を時系列的に分析する際 ， 専修学校 に 関し て は「固

　定モ デル 」で は な く 「変容モ デル 」 に依拠す る必要が あ る とい え る 。

  　本稿で は ， 自営出身者が 専修学校 を経 て 20代 ・30代で 自営業 に 従事 す る とい う

　傾 向は 特 に 確認 さ れ なか っ た 。 しか し こ れ は
， 自営業 が初職 と い うよ り到達職 と

　 して の 独 自性 をもつ こ と に よ る と考え られ る （鄭　2002な ど）。

  　近 年で は ， 専修学校 も医療系 を中心 に
一

部で 長期化 ・高度化傾向が あ り， 実際
　　　 　　　　．

　 に は短期高等教育 機関 として
一

括で き ない 側面 もある 。
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ABSTRACT

     Who  Uses  Japanese Vocational Schools (Senmon Gakko)

       and  How?:  The  Reorganization of  Post-secondary

               Education into Higher Education

                                                  NAGAO,  Yukiko

                 (Graduate School of  Education, the University of  Tokyo)

                       7-･3--1 Hongo, Bunkyo-ku,  Tokyo  113-0033, Japan

  The  purpose  of  this paper  is to examine  who  enters  senmon  gtzfefeo (Japanese
vecational  schools),  how  they use  this education,  and  how  this usage  has changed

over  tlme.

  The  senmon  gafeko has not  been fully explored  as  an  object  of  academic

concern,  since  it possesses  an  amorphous  nature  derived from  the  separation  of

its legal position (as an  institution of  post-secondary  education)  and  i,ts practical

pesition (as an  institution of  higher education).
  Preceding studies  have made  conflicting  arguments  regarding  what  kind of
high school  students  enter  senmon  guleko, There have been two  different posi-

tions. The  first is the higher educational  model,  which  sees  the senmon  gakko  as

an  institution of  higher education  and  presumes  that the entrants  belong to a

similar  stratum  as  their ceunterparts  in university  or  junior college.  The  second

is the post-secondary educatienal  model,  which  regards  the senmore  gakko  as  an

institution of  post-secondary  educatien  and  underlines  its uhiqueness.

  Teday,  the senmon  gakko is often  discussed in educational  policies and  aca-

demic discussions as  if it were  one  of  the institutions of  higher education.

Historically, however,  senmon  gakko  were  set  up  as  less prestigious  institutions

of  post-secondary  education,  beginning in 1976, and  were  long disparaged
because of  this.

  In other  words,  the position  of  the  senmon  galeleo has changed  from  post-
secondary  education  to higher education,  and  this change  is emphasized  in this

paper. Some  indices indicate that the turning point took  place  in 1990.

  In consideratipn  of  tihis, the  author  established  the hypothesis that the  change

in the position of  the senmon  gakko reflects  alterations  in the students.  This

hypothesis is examined  by applying  a  mu!tinomial  logistic regression  analysis

and  ether  methods  to the JGSS data set. The  results  suggest  that  the  hypothesis

is adepted.

  Until the 1990s, the senmon  gtzfeko was  the unique  route  for high school

graduates from  the  self-employed  and  similar  strata  to attain  blue-collar or
lower-level white-collar  jobs as  an  initial career.  So it can  be said  that  the
senmon  gtzkko provided a  relatively  profitable path.
  Since the 1990s, however, with  the increase in students  from  the lower white
-collar

 class,  senmen  gakko  students  have become similar  to university  students
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in terms  of  social  class.  Now  they  are  clearly  different from high school  gradu-
ates  in their origins.  However, from a  comparison  of  entrance  (family back-
ground  and  school  records)  with  exit (initial jobs), the senmon  gakko provides  a

smaller  pay-out  than it did before the 1990s.

  These  findings demenstrate that the change  in the users  and  usages  of  senmon

gakko  show  a  process through  which  post-･secondary eduqatien  is reorganized

inte higher education.

  The  Japanese General  Social Surveys  (JGSS) are  designed and  carried  out  at

the  Institute of  Regional Studies at  Osaka  University of  Commerce  in collabora-
tion with  the Institute of  Social Science at  the University of  Tokyo  under  the
direction of  Ichiro TANIOKA,  Mlchie  NITTA,  Hiroki SATO  and  Noriko  IWAI

with  Project Manager  Minae OSAWA.  The project is financially assisted  by a

Gakujutsu Frontier Grant from  the Japanese Ministry of  Edueation, Culture,
Sports, Science and  Technelogy  for the 1999-2003 academjc  years, and  the

datasets are  compiled  and  distributed by the SSJ Data Archive, Informatien
Center for Social Science Research  on  Japan, Institute ef  Social Science, the
University of  Tokyo,
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